
第三次生物多様性国家戦略（抜粋） 

（平成19年11月27日 閣議決定） 

 

第１部 生物多様性の保全及び持続可能な利用に向けた戦略 

第２章 生物多様性の現状と課題 

第１節 生物多様性の危機の構造 

 

１ ３つの危機 

 

（３）第３の危機（人間により持ち込まれたものによる危機） 

第３の危機は、人間が近代的な生活を送るようになったことにより持ち込まれたものによる

危機です。まず、外来種による生態系の攪乱が挙げられます。ジャワマングース、アライグマ、

オオクチバスなど野生生物の本来の移動能力を越えて、人為によって意図的・非意図的に国外

や国内の他の地域から導入された外来種が、地域固有の生物相や生態系に対する大きな脅威と

なっています。特に、他の地域と隔てられ、固有種が多く生息・生育する島嶼などでは、外来

種が在来の生物相と生態系を大きく変化させるおそれがあります。外来種問題については、「特

定外来生物による生態系等に係る被害の防止に関する法律」（外来生物法）に基づく輸入・飼

養等の規制は始まりましたが、既に国内に定着した外来種の防除には多大な時間と労力が必要

となります。 

外来生物法による規制が難しい、資材や他の生物に付着して意図せずに導入される生物や国

内の他地域から保全上重要な地域や島嶼へ導入される生物なども大きな脅威となります。こう

した脅威に対しても、①侵入の防止、②侵入の初期段階での発見と対応、③定着した外来種の

駆除・管理の各段階に応じた対策を進める必要があります。また、影響について未知の点の多

い化学物質による生態系への影響のおそれも挙げられます。化学物質の開発、普及は20 世紀に

入って急速に進み、現在、生態系が多くの化学物質に長期間ばく露されるという状況が生じて

おり、その中には生態系への影響が指摘されているものがあります。それ以外の化学物質でも、

生態系への影響が、未解明なものが数多く残されており、私たちの気付かないうちに生態系に

影響を与えているおそれがあります。そのため、野生生物の変化やその前兆をとらえる努力を

積極的に行うとともに、化学物質による生態系への影響について適切にリスク評価を行い、リ

スク管理を推進することが必要です。 

 

 

第２部 生物多様性の保全及び持続可能な利用に関する行動計画 

第２章 横断的・基盤的施策 

第１節 野生生物の保護と管理 

 

３． 生態系を攪乱する要因への対応 

（施策の概要） 

外来種への対策として、平成17 年に「特定外来生物による生態系等に係る被害の防止に関す

る法律（外来生物法）」が施行され、法の対象となる外来生物の輸入などの制限、防除などを

進めています。今後、同法の適切な運用を図るほか、島嶼など特有の生態系を有している地域

への外来種による影響の防止対策、資材や生物に付着して非意図的に侵入する外来種への対応

などを検討していきます。 

平成16 年に「生物の多様性に関する条約のバイオセーフティに関するカルタヘナ議定書（カ



ルタヘナ議定書）」の発効と同時に、国内担保法である「遺伝子組換え生物等の使用等の規制

による生物の多様性の確保に関する法律（カルタヘナ法）」が施行され、同法に基づき、遺伝

子組換え生物等の使用等によって生物多様性への影響が生じないよう事前の影響評価などを実

施するなど生物多様性の確保を図っています。今後とも、最新の知見を基に同法の適切な運用

を図っていきます。 

 

３．１ 外来種、遺伝子組換え生物等 

（現状と課題） 

外来生物法の施行により、平成19 年11 月現在84 種類の特定外来生物が指定され、生態系な

どに被害を及ぼす外来生物の輸入や飼養などの規制について一定の成果があがっています。 

アマミノクロウサギやヤンバルクイナといった固有種・希少種が生息する奄美大島や沖縄本

島やんばる地域でのジャワマングースの防除など、保護上重要な地域において防除事業を進め

ており、継続的に影響の低減を図ることが必要です。アライグマ、オオクチバスなどについて

は防除手法などを取りまとめ、地方公共団体などによる防除への活用を図っています。また、

オオクチバスなどについて、効果的な防除のため、新たな防除手法の開発を行っています。ま

た、外来種の適正な取扱いに係る普及啓発についてホームページなどを通じて実施しています。 

島嶼など特有の生態系を有する地域への外来種による影響について、自然公園法など他法令

の仕組みも勘案しつつ、防止対策を検討する必要があります。 

緑化植物については、地域の生物多様性の状況に応じて適切に使用していくため、関係省庁

が共同でその問題点を整理し、外来緑化植物の取扱いについて検討しています。引き続き、そ

の影響について情報を収集し、今後の対応を検討する必要があります。 

河川の多様な環境は、多様な生物に生息・生育場所を提供しますが、河川特有の環境に適応

した河川固有の生物も少なくなく、生物の多様性を保全していくうえで重要な場所となってい

ます。このため、河川で問題となる外来種への対応が必要であり、「河川における外来種対策

に向けて（案）」（平成13 年）、外来種に関する基礎情報と全国の対策事例を取りまとめた「河

川における外来種対策の考え方とその事例」（平成15 年）が作成され、現場の参考とされてい

ます。 

さらに、資材や生物に付着して非意図的に侵入する外来種による生態系への影響の防止対策

に取り組んでいく必要があります。例えば、輸入された外国産のカエルから確認されたカエル

ツボカビについては、わが国の両生類に対する影響を明らかにする必要があります。 

国際的な交易・交流に伴い、物資などの輸送に付随して非意図的に侵入する外来種による生

態系への影響の防止対策に取り組んでいく必要があります。例えば、船舶のバラスト水に混入

した生物を排出することにより、海洋・沿岸域における外来種の増殖による生態系の破壊、漁

業活動への被害などが懸念されています。このため、平成16 年２月に国際海事機関（IMO）に

おいてバラスト水管理条約が採択されました。わが国も条約の発効に必要な作業に貢献する必

要があります。 

遺伝子組換え生物等の使用等に先立つ影響評価の実施など、カルタヘナ法の適切な施行によ

り、生物多様性への影響の防止に努めています。遺伝子組換え技術については、さまざまな技

術が実用化されつつあることから、最新の知見に基づいた生物多様性への影響評価の方法の検

討を行っていくことが必要です。 

また、未承認の遺伝子組換え観賞魚が国内で流通するなど、カルタヘナ法や遺伝子組換え生

物への認識が必ずしも十分でないと考えられるため、ホームページや関係団体への情報提供な

どを通じ、普及啓発の推進が必要です。 

 



（具体的施策） 

［外来種］ 

○ 特定外来生物の輸入、飼養などの規制など、外来生物法の適切な施行を通じ、農林水産業や

生態系などへの影響の防止を図るとともに、外来種の取扱いなどに関する普及啓発を推進しま

す。（環境省、農林水産省、文部科学省） 

○ 奄美大島において希少種への脅威となっているジャワマングースについて、平成26 年度を

目標に排除に取り組むなど、希少種の生息地や国立公園、保護林などの保護上重要な地域を中

心に外来種の防除事業を進めるほか、アライグマ、オオクチバスなどさまざまな種の防除手法

などの検討を行い、地方公共団体などが実施する防除への活用を図ります。（環境省、農林水

産省） 

○ 外来魚による食害防止に向けた効果的な駆除手法を開発します。（農林水産省） 

○ 小笠原諸島、南西諸島などの島嶼など特有の生態系を有する地域への外来種による影響の防

止対策について検討します。（環境省） 

○ 国立公園、都市公園や道路法面などにおける外来緑化植物の取扱いの基本的考え方などを整

理し、外来緑化植物の適切な管理のあり方などについて検討を進めます。（環境省、農林水産

省、国土交通省） 

○ また、例えば外来の牧草など、外来緑化植物による生態系影響についてデータを収集分析す

るとともに、在来種による緑化を推進するため、在来緑化植物の遺伝的多様性についての実態

把握を推進します。（環境省） 

○ アレチウリなど、近年の外来種の河川内における急速な分布拡大は、一部の河川で大きな問

題となってきており、引き続き河川における外来種対策を進めていくとともに、外来植生や外

来魚などについて調査研究を進め、効果的な対策を検討していきます。（国土交通省） 

○ 資材や生物に付着して非意図的に侵入する昆虫などの外来種による影響の防止対策を検討

します。カエルツボカビについては、わが国の両生類に対する影響についての調査を進め、対

応を検討します。（環境省） 

○ バラスト水管理条約の発効に向けた国際海事機関（IMO）の議論に、引き続き積極的に参加

します。（国土交通省、環境省、外務省） 

［遺伝子組換え生物等］ 

○ カルタヘナ法の適切な施行を通じ、遺伝子組換え生物等の使用等による生物多様性への影響

を防止するなど生物多様性の確保を図っていきます。（財務省、文部科学省、厚生労働省、農

林水産省、経済産業省、環境省） 

○ 最新の知見に基づいた適切な生物多様性影響の評価手法の検討など、カルタヘナ法の適正な

運用に資する科学的知見などの集積に努めます。（財務省、文部科学省、厚生労働省、農林水

産省、経済産業省、環境省） 

○ カルタヘナ法やその施行状況、科学的知見などについてホームページなどを通じ公表し、法

や遺伝子組換え生物に関する普及啓発を図っていきます。（財務省、文部科学省、厚生労働省、

農林水産省、経済産業省、環境省） 


